
働き⽅改⾰関連法案
簡単まとめ

※当資料に従うことで、法令違反がないことを保証する資料ではありません。
※あくまで参考としてご活⽤いただくことを想定している資料です。実際の制度内容は国の資料等をご確認ください。
※当資料は、2025年5⽉時点の内容となっております。最新の情報は国の資料等をご確認ください。
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働き⽅改⾰関連法 簡単まとめ

政府は「⼀億総活躍社会」の実現に向け、⻑時間労働の是正や多様な働き⽅の実現を⽬的に働き⽅改⾰関連法案を推進してきました。

働き⽅改⾰関連法の改正内容

時間外労働の上限規制：原則、⽉45時間‧年360時間。特別条項ありでも年720時間以内などの制限（⼤企業：2019年、中⼩企業：2020年適⽤、建設
業など⼀部の業種：2024年適⽤）。

‧

年5⽇以上の有給取得義務化：年休10⽇以上付与される労働者に適⽤（全企業：2019年）。‧

フレックスタイム制の清算期間延⻑：1か⽉→3か⽉へ（全企業：2019年）。‧

勤務間インターバル制度の努⼒義務化（全企業：2019年）。‧

労働時間の客観的把握の義務化（全企業：2019年）。‧

⾼度プロフェッショナル制度の創設：⼀定年収以上の専⾨職は労働時間規制の対象外（全企業：2019年）。‧
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中⼩企業への特例‧猶予の終了

割増賃⾦率引き上げ：⽉60時間超の残業は50%へ（中⼩企業：2023年4⽉〜）。‧

建設業

時間外労働上限規制の適⽤猶予終了（2024年4⽉〜）対象業種‧

⾃動⾞運転業務

医師

⿅児島‧沖縄の砂糖製造業
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働き⽅改⾰関連法案における 中⼩企業の定義

● 「資本⾦または出資⾦」の要件と、「常時雇⽤労働者数」の要件はどちらかを満たせば対象になります。
● 適⽤対象であるにもかかわらず⾒落とすと、罰則や企業名の公表対象となるリスクがあります。

注意点

業種

⼩売業 5,000万円以下

資本⾦または出資⾦

50⼈以下

常時雇⽤労働者数

卸売業 1億円以下 100⼈以下

サービス業 5,000万円以下 100⼈以下

その他業種 3億円以下 300⼈以下


